
 
 

間収入の額に係る認定要件

以外の取扱いについては、昭

和 52 年通知と同じとするこ

ととされています。 

※昭和 52年通知の内容 

１．認定対象者が、被保険者

と同一世帯に属している場

合 

(1) 認定対象者の年間収入

が 130万円未満（60歳以上

または一定の障害者は 180

万円未満）、かつ、被保険

者の年間収入の二分の一

未満である場合 

(2) （1）の条件に該当しな

い場合であっても、認定対

象者の年間収入が 130万円

未満（60歳以上または一定

の障害者は 180万円未満）、

かつ、被保険者の年間収入

を上まわっておらず、被保

険者がその世帯の生計維

持の中心的役割を果たし

ていると認められるとき 

２．認定対象者が被保険者と

同一世帯に属していない場

合 

認定対象者の年間収入が、

130万円未満（60歳以上また

は一定の障害者は 180万円未

満）、かつ、被保険者からの

援助による収入額より少な

い場合 

 

◆施行日 

令和７年 10月１日 

 

 大学生が扶養から外れな

いようにする就業調整をし

ていることを受け、人手不足

解消の観点から、認定にかか

る年間収入の要件を緩和し

たものです。 

 

「被扶養者確認調書」(検

認)を実施します 

 
◆「検認」 

 保険給付等の適正化を目

的に、健康保険法施行規則

第 50条第 1項に基づき、被

扶養者の資格確認を令和 7

年 10月に実施します。対象

者は令和 7年 6月 30日以前

に被扶養者として認定され

た全ての方です。事業所経

由にて「被扶養者確認調

書」を配布しますので、令

和 7年 10月 1日から 10月

23日までの間に Pep Up「検

認(扶養者調査)」から回答

をお願いします。 

 なお別居の方・事業所得

がある方・所得証明書が求

められている方等添付書類

が必要な方は、Pep Up検認

へ必要書類をアップロード

してください。 

 書面で提出の方は 10月末

までに事業主に提出をお願

いします。 

 

令和 7年 12月 2日以降保

険証が使用できなくなります 

 

◆「資格確認書」 

 令和６年 12月２日以降、従

来の健康保険証が新たに発行

されなくなり、マイナ保険証

を基本とする仕組みに移行し

ています。 

 しかしながら、令和７年５

月のマイナ保険証を利用した

人の割合は 43.1％（推計値）

と半数に届かず、マイナ保険

証の利用登録解除を申請する

人もいる（６月の受付件数は

12,263件）ため、マイナ保険

証を保有していない人（マイ

ナカードの電子証明書の有効

期限切れの人も含む）すべて

の方に、従来の健康保険証の

有効期限内に「資格確認書」

を交付します。 

 この資格確認書は、マイナ

保険証を使わずに医療機関等

で保険診療を受けるために必

要となる書面です。 

 

◆「資格確認書交付申請書」 

 令和７年 12月２日以降にマ

イナ保険証にて保険診療が受

けられない人は、令和 7年 11

月上旬までにしんくみ健保 HP

から「資格確認書交付申請

書」をダウンロードしていた

だき、申請者・申請理由等を

ご記入のうえ、事業主を経由

して健康保険組合へ届出をし

てください。 

 

74.4％にのぼっています。 

一方、理想の働き方が実

現できていない若年層は、

子育て期間中の離職意向が

理想の働き方ができている

層に比べて 24.3ポイント高

いことも明らかになりまし

た。 

 

◆企業に求められる具体的

支援策 

若年層が理想の働き方を

実現するために望む支援と

しては、「残業時間の抑

制」（22.3％）、「在宅勤

務の活用」（22.1％）、

「有給休暇の取得促進」

（21.6％）が挙げられてい

ます。これらの支援は離職

抑止や働きやすさ向上に寄

与すると考えられます。 

また、厚生労働省の調査

によれば、2024年度の男性

育児休業取得率は 40.5％

で、2025年度には 50％の取

得率達成を目指していま

す。若年層の育児や共育て

に対する意識の変化に合わ

せ、企業側は制度の充実と

職場環境の整備を一層進め

る必要があります。 

仕事と育児の両立は、

個々の社員だけでなく、企

業の持続的な成長や社会全

体の活力にも影響を与える

重要なテーマです。今後も

若年層のニーズを踏まえ、

多様な働き方と支援体制の

構築が求められます。 

 

「19歳以上 23歳未満の被

扶養者に係る認定につい

て」の通達が公表されまし

た 

 

令和７年度税制改正にお

いて、特定扶養控除の要件の

見直しおよび特定親族特別

控除の創設が行われたこと

を踏まえ、健康保険法の被扶

養者の認定対象者が 19 歳以

上 23 歳未満である場合にお

ける取扱いについて、通達が

公表されました。 

 

◆認定対象者が 19歳以上 23

歳未満である場合における

取扱い 

認定対象者の年間収入に

係る認定要件のうち、その額

を 130 万円未満とするもの

について、当該認定対象者

（被保険者の配偶者を除

く。）が 19歳以上 23歳未満

である場合にあっては 150

万円未満として取り扱うこ

と。 

なお、当該認定対象者の年

若い世代が考える仕事と

育児の両立 
～共育（トモイク）プロジェクト

調査結果より 
 

調査によると、若年層の

64.8％が「共育てをしたい

が、実現のためには社会や

職場の支援が必要」と回答

しました。共育ての必要性

は広く認識されているもの

の、制度や環境面での支援

整備が課題として浮き彫り

になっています。また、育

児や家事の分担については

約７割が「性別は関係な

い」と回答し、男女の役割

に関する意識変化が明確で

す。 

◆育児休業取得意向の高さ

と理想の働き方 

育児休業の取得意向は高

く、若年社会人の 71.8％が

育休取得を希望していま

す。そのうち約８割が「１

か月以上の育休取得」を希

望していることもわかりま

した。理想の働き方として

は「仕事と家庭の両立」や

「柔軟な働き方」を重視す

る傾向が強く、理想の働き

方が実現した場合に「仕事

のモチベーションが高ま

る」と回答した割合は
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